
にしたときは、当該在外職員に、その租税の額に相当する額（以下「租税相当額」という。）を

支給することとしている。そして、協会は、租税相当額を支給するときに備えて、昭和 47

年度から 56年度までの間の毎年度に、両省の前記補助金を財源にして、在外職員に支給し

た在勤本俸、住居手当等の 10％程度の額を給与税金引当金として引き当てていた。そし

て、協会が、47年度決算以降、毎年度の決算で貸借対照表の固定負債の部に計上してきた

給与税金引当金の累計額は、平成 21年度決算で 153,364,737円（外務省分 135,105,989円、経

済産業省分 18,258,748円）に上っていた。

一方、協会設立の昭和 47年から現在まで、台湾当局が協会の在外職員の給与に対して租

税を課して、協会が給与税金引当金を取り崩して在外職員に租税相当額として支給し、在外

職員が納税したことはなかった。そして、台湾の租税関係法規によれば、台湾当局が租税を

そ
�

及して課することができるのは最長 7年前までであることから、 8年以上前の在外職員の

給与に課税されることはないと認められる。また、今後も含め 7年前以降の在外職員の給与

についても、これまで課税されてこなかったことや現在の協会と台湾当局との関係等からみ

て、台湾当局が課税する可能性は極めて低いと認められる。

したがって、協会が、前記補助金を財源にして引き当てていた給与税金引当金について、

これを取り崩して在外職員に租税相当額として支給して、在外職員が納税することになる可

能性が極めて低いにもかかわらず、貸借対照表に固定負債として長期間計上するとともにこ

れに見合う資金を長期間にわたって保有している事態は適切とは認められず、改善の必要が

あると認められた。

（発生原因）

このような事態が生じていたのは、協会において、在外職員の給与に対して租税が課され

る可能性についての検討が十分でなかったことにもよるが、両省において、協会が補助金を

財源にして引き当てた給与税金引当金が取崩しのないまま長期間にわたって貸借対照表に計

上されているのに、給与税金引当金を計上することの必要性について十分に検討しなかった

ことなどによると認められた。

3 当局が講じた改善の処置

上記についての本院の指摘に基づき、両省は、給与税金引当金、外務省分 135,105,989

円、経済産業省分 18,258,748円、計 153,364,737円について、平成 22年 9月に、協会に対し

て、これを取り崩して国庫に返納するよう求める処置を講じ、同月及び 10月に、協会から

返納を受けた。

（ 3） 赴任に係る航空賃の支給について、旅費法等の規定に従って航空機の運賃の級を決め

るとともに、各航空会社が設定した割引運賃を利用することにより、赴任旅費の支給

が適正かつ経済的に行われるよう改善させたもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）在外公館（項）在外公館共通費

部 局 等 外務本省

赴任旅費の概要 職員が赴任する際に支給する旅費

赴任旅費のうち
支給した航空賃

2,349件 19億 1731万余円（平成 21年度）
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旅費法で原則エ
コノミークラス
の運賃を支給す
ることとされて
いる職員に支給
された本邦から
の赴任に係る航
空賃

337件 4億 0606万余円（平成 21年度）

節減できた航空
賃

321件 9601万円（平成 21年度）

1 赴任旅費等の概要

� 赴任旅費の概要

外務省は、諸外国において相手国政府との交渉、邦人保護等の事務を行うため、職員を

各国に所在する大使館、総領事館及び政府代表部（以下、これらを合わせて「在外公館」と

いう。）へ本邦や他の在外公館から転任させたり、在外公館から本邦へ帰任させたりしてい

る（以下、これらの転任及び帰任を合わせて「赴任」という。）。そして、赴任を命じた職員

に対して、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和 25年法律第 114号。以下「旅費法」とい

う。）に基づき、当該職員とその同伴家族の旅費（以下「赴任旅費」という。）として航空賃等

を支給している。外務省が支給する赴任旅費は、毎年度多額に上っており、平成 21年度

は延べ 2,349人の職員に対して計 37億 0987万余円（同伴家族の分を含む。）が支給されて

おり、このうち航空賃は、計 19億 1731万余円であった。

� 職員に支給される航空賃の概要

旅費法によると、職員に支給する航空賃の額は、航空会社が設定している運賃の等級区

分、職員の職務等により定められている。これによれば、11年度以前は、航空会社が設

定している運賃の等級が三つに区分されている場合には、指定職の職務にある者等は最上

級（ファーストクラス）の、それ以外の職員はすべて最上級の直近下位の級（ビジネスクラ

ス）の運賃とされていた。しかし、12年 3月に旅費法が改正されて、12年度以降は、次表

のとおりとされた。

表 平成 12年 3月の旅費法改正後の航空賃

対象となる職員

航空賃（利用クラス）

航空賃の等級が三つ以上に区分

されている場合

航空賃の等級が二つに区分され

ている場合

� 指定職の職務にある者のう

ちの一部の者等

最上級（ファーストクラス）の運

賃

上級（ビジネスクラス）の運賃

� 7級以上の職務にある者、
長時間航空路による旅行をす

る 6級又は 5級の職務にある
者等

最上級の直近下位の級（ビジネ

スクラス）の運賃

� 6級以下の職務にある者
（�に該当する者を除く。）

最上級の直近下位の級の直近下

位の級（エコノミークラス）の運

賃

下級（エコノミークラス）の運賃

（注） 職員の職務の級は、一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成 17年法律第

113号）による改正後のものである。
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すなわち、旅費法改正以前はビジネスクラスの運賃が支給されることもあった 6級以下

の職員については、長時間航空路による旅行をする 6級又は 5級の職務にある者を除き、

すべてエコノミークラスの運賃が支給されることとなった。ただし、上記のエコノミーク

ラスの運賃の支給を受ける者は、赴任のための航空旅行の場合には、国家公務員等の旅費

に関する法律の運用方針について（昭和 27年蔵計第 922号。以下「運用方針」という。）によ

り、携帯手荷物が 20�を超える場合は、その超える部分について 10�を限度として荷物
の超過料金（以下「超過料金」という。）を加算した額の支給を受けることができるとされ、

さらに、超過料金の加算額を勘案すれば直近上位の級（ビジネスクラス）の運賃によること

が経済的と認められる場合は、当該運賃の支給を受けることができるとされていた。

しかし、外務省は、前記の旅費法改正時に、エコノミークラスの運賃が支給されること

となる職員であっても、赴任の場合は家族が同伴することなどの事情から、ビジネスクラ

スの運賃を支給できるよう、財務省と協議を行い、その了承を得たとしていた。そして、

外務省は、赴任の手続を定めた「発令から赴任まで」（平成 13年 2月大臣官房人事課作成。以

下「手引」という。）において、赴任の際の航空賃について、旅費法及び運用方針の規定にか

かわらず、すべての職員にビジネスクラスの運賃を支給すると定めていた。

� 国際旅客航空運賃の概要

国際旅客航空運賃には、国際航空運送協会が設定した普通運賃のほか、各航空会社が設

定した割引運賃（以下、この割引運賃を「キャリア運賃」という。）等がある。キャリア運賃

は、日程変更等に制限があるものの普通運賃に比べて安価な運賃であり、20年度以降、

日本発の路線にも片道のキャリア運賃が設定され始め、以後もこれを設定する航空会社が

増えている。

2 検査の結果

（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、合規性、経済性等の観点から、赴任旅費が旅費法等に基づき適正に支給されてい

るか、航空賃が経済的なものになっているかなどに着眼して、外務本省において会計実地検

査を行った。そして、外務省が 21年度に支給した赴任旅費のうち、旅費法上原則エコノ

ミークラスの運賃を支給することとされている職員に対して支給されたビジネスクラスの運

賃による本邦からの赴任に係る航空賃 337件、計 4億 0606万余円（同伴家族の分を含む。）に

ついて、旅費請求書等により検査した。

（検査の結果）

検査したところ、赴任に係る航空賃が適正に支給されていないと認められる事態が次のと

おり見受けられた。

赴任の際の航空賃については、前記のとおり、外務省は、財務省の了承を得たとして、手

引において、職員はすべてビジネスクラスの運賃とすると定めていた。

しかし、このビジネスクラスの運賃の適用について本院から財務省に確認したところ、同

省はこのことに関して了承したことはないとのことであった。

したがって、赴任の際の航空賃は、旅費法に基づき原則エコノミークラスの運賃とする必

要があると認められた。そして、前記のビジネスクラスの運賃による本邦からの赴任に係る

航空賃 337件について、運用方針に沿って、片道のエコノミークラスの普通運賃に 10�の
超過料金を加算した額とそれぞれ比較したところ、337件のうち 321件は、エコノミークラ
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スの普通運賃によった方が経済的であった。

また、前記のとおり、20年度から一部の路線において、より安価な片道のキャリア運賃

が流通していたため、これによると、より一層経済的になると認められた。

このように、赴任に係る航空賃の支給について、運用方針に定められたとおり、エコノ

ミークラスの運賃に超過料金を加算した額と比較することなく、ビジネスクラスの運賃を一

律に支給することとし、また、より経済的なキャリア運賃の利用を検討していない事態は適

正又は適切とは認められず、改善の必要があると認められた。

（節減できた航空賃の額）

上記により、赴任に係る航空賃について、旅費法及び運用方針に定められたとおり、エコ

ノミークラスの運賃に超過料金を加算した額とすることとし、また、キャリア運賃の設定が

ある路線についてこれを利用することとして計算すると、前記の 337件の航空賃 4億 0606

万余円は 3億 1004万余円となり、21年度の赴任に係る航空賃を 9601万余円節減できたと

認められた。

（発生原因）

このような事態が生じていたのは、外務省において、赴任の場合には、家族が同伴するこ

となどの事情に配慮した特別の扱いとして、ビジネスクラスの運賃を支給できるようにする

ことについて財務省の了承を得たと誤認し、これに基づいて手引を作成していたこと及び経

済的なキャリア運賃の利用を検討していなかったことによると認められた。

3 当局が講じた改善の処置

上記についての本院の指摘に基づき、外務省は、22年 8月に手引を改正するなどして、

赴任に係る航空賃の支給について、運用方針どおりに旅費請求を行うなど旅費法等の規定に

従い適正に、かつ、キャリア運賃等を利用して経済的に行う処置を講じた。

（ 4） 通話実績に比べて著しく高額な料金になっている電話契約を解約することなどによ

り、電話料金の支払を経済的なものとするよう改善させたもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）在外公館 （項）在外公館共通費

（平成 19年度は、（項）在外公館）

部 局 等 在ロシア日本国大使館

契 約 の 概 要 大使公邸の固定電話から外部と通話等を行ったり、旧大使館事務所の

電話番号への着信に対して事務所が移転した旨を自動で音声案内した

りするための電話回線の使用

電話料金の支払
額

1172万余円（273万余ルーブル）（平成 19年度～21年度）

節減できた電話
料金の額

1086万円 （253万ルーブル）（平成 19年度～21年度）

1 在ロシア日本国大使館大使公邸の電話契約の概要

在ロシア日本国大使館（以下「大使館」という。）は、モスクワ市カラシヌィ通りの土地及び

建物を大使館事務所（以下「事務所」という。）及び大使公邸（以下「公邸」という。）として使用し

ていたが、平成 19年 3月に、事務所を同市内の別の地区に移転したことから、その後は公

邸としてのみ使用している。
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